


278 ■  第３章　遺言執行業務を行う

財産目録

  遺言者　亡　●野●郎
  令和●年●月●日（被相続人死亡日）現在
  作成者　遺言執行者　弁護士　全期　太郎　㊞

１　不動産
　⑴　土地　　　　　　●市●町●番
　　　　　　　　　　　宅地　　●㎡
　⑵　建物　　　　　　●市●町●番
　　　　　　　　　　　家屋番号　●番
　　　　　　　　　　　鉄骨作り亜鉛メッキ鋼板屋葺３階建　居宅
 １階　● . ●㎡
 ２階　● . ●㎡
 ３階　● . ●㎡

２　動産
　⑴　現金・預貯金
　　　現金　金●円
　　　●銀行　●支店　普通預金　口座番号　●　金●円

　⑵　有価証券・債権等
　　　●株式会社　　普通株式　1000 株
　　　貸付金　　　　金●円　債務者●　住所●
　
　⑶　自動車
　　　車名●　型式●　登録番号・車両番号●　

　⑷　その他
　　　上記建物に所在する動産他家具等一式（包括的記載）

３　債務等（消極財産を入れる場合）
　　借入金　　金●円　　債権者　●銀行　●支店　カードローン

（川﨑公司）
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相続財産管理人・相続財産清
算人と遺言執行

第１款　問題の所在

令和３年改正前民法では、相続の段階ごとに、相続財産管理人の選任そ
の他の相続財産の保存に必要な処分を命ずる相続財産管理制度が設けられ
ていた。例えば、承認・放棄前の管理人（令和３年改正前 918 条２項）、
相続放棄後の管理人（令和３年改正前 940 条、令和３年改正前 918 条２
項）等がそれに当たるが、複数の相続人が単純承認をしたが遺産分割が未
了である場合については規定を欠いていた。他方で、相続人があることが
明らかでない場合には、相続財産の清算を職務とする管理人（令和３年改
正前 952 条）が選任される仕組みが用意されていたが、相続財産の保存の
みを目的とする財産管理制度は用意されていなかった（令和３年改正民法
等Q＆A・222 頁）。
これに対し、令和３年改正民法は、相続が開始すれば、相続の段階にか
かわらず、いつでも家庭裁判所は、相続財産管理人の選任その他の相続財
産の保存に必要な処分をすることができるとの包括的な規定を設けた（令
和３年改正民法 897 条の２第１項）。これにより、今まで規定がなかった、
①共同相続人が相続の単純承認をしたが遺産分割が未了で、相続財産の管
理を行う者がいない場合、②相続人のあることが明らかでないケースで相
続財産の管理を行う者がいない場合についても、相続財産の保存に関す
る必要な処分をすることが可能となり（令和３年改正民法等Q＆A・223
頁）、過渡的な状態にある相続財産の保存に関する統一的な規律が設けら
れたことになる。
他方、令和３年改正前民法の下で、数人の相続人が限定承認した場合に
令和３年改正前民法 936 条１項によって選任される「相続財産の管理人」
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第２款　相続人等への交付とその時期

１　相続人等への交付
遺言執行者は、作成した財産目録を遅滞なく相続人に対して交付しなけ
ればならない（1011 条１項）。
遺留分を有しない法定相続人に対しても財産目録の交付をしなければな
らないかという問題がある。例えば、兄弟姉妹だけが相続人である場合
に、全財産を第三者に包括遺贈する旨の遺言があったときに、その兄弟姉
妹に対しても財産目録の交付をしなければならないかという場面である。
兄弟姉妹には遺留分がないから、この兄弟姉妹は相続関係から離脱するた
め、遺言の執行とは無関係のように思えるからである。
しかしながら、遺言の無効が争われることもあるし、財産目録作成が遺
言執行者の管理すべき財産の範囲を明らかにするという観点があることな
どから、遺留分のない法定相続人にも財産目録を交付しなければならない
（新版注釈（28）〔泉久雄〕330 頁）。
したがって遺留分を有するか否かにかかわらず、すべての相続人に対し
て交付すべきである。

２　交付時期
本節第１款１のような相続財産目録の機能に照らすと、条文にあるとお
り遅滞なく作成しなければならない。

（川﨑公司）


